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 東日本旅客鉄道株式会社 社長の深澤です。

 昨日、今年度の業績予想を公表しました。本日、私からは、今後どのような取り組み
をしていくのかということを中心にお話いたします。
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 はじめに、「変革のスピードアップ～サスティナブルなJR東日本グループをめざして～」に
ついてご説明します。

 「変革2027」では、お客さまの生活スタイルの変化、あるいは人口減少の影響による
運輸業の見通し等を前提として、さまざまな取り組みをすることを計画していました。

 この方向性は維持しつつ、そのレベルとスピードを上げ、今後どのような取り組みをして
いくのかということを中心にお話します。



 ウィズコロナ・ポストコロナ社会のイメージです。

 感染拡大により、「足元の危機」といえる状況にありましたが、現在は感染防止と経済
活動の両立を探る「ウィズコロナ」の時代に移行しつつあります。

 さらに、その先には、ワクチン開発、治療法の確立などにより、ポストコロナ社会の到来
が予想されます。

 「足元の危機」の中で、社会的使命の完遂、変革の歩みをスピードアップしていく、そ
して移動需要を創造していくという３つを中心に取り組んできました。
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 ポストコロナ社会においては、集中から分散、会社中心から生活中心、マスからパーソ
ナルという動きが加速して新しい行動様式が定着しますので、デジタルトランスフォー
メーションなどを通じて新しいビジネスをつくり上げていかなければなりません。

 「ESG経営の実践」を基礎として、「成長・イノベーション戦略の再構築」、「経営体質
の抜本的強化」を行っていくことで、取り組みのレベルとスピードを上げて、グループ経
営ビジョン「変革2027」を実現していきます。

 私たちの強みは、従来から培ってきたリアルなネットワークです。そこにバーチャル、デジタ
ルを掛け合わせていくことで、鉄道中心から ”ヒト” 起点にビジネスモデルを進化させ、
地域社会と共に歩んでいくというグループを目指していきます。
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 「成長・イノベーション戦略の再構築」と「ESG経営の実践」の全体像です。

 「成長・イノベーション戦略の再構築」では、「新しい暮らしの提案」、「新領域への挑
戦」を軸としています。

 「ESG経営の実践」では、すでに鉄道事業について「ゼロカーボン・チャレンジ2050」と
を発表しておりますが、グループ全体としての取り組みを進めていきます。

 そして、復興を含めて取り組んでいる地方創生もしっかりと実現していきます。
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 テレワーク等を活用した新しい働き方が定着することに対応し、ワーケーションや多拠
点居住など、お客さまが活用できるようなビジネスを展開していきます。

 STATION WORKについて、１年以内に100ヵ所、そして2025年度までに全国で
1,000ヵ所の展開を目指します。

 鉄道におけるオフピーク通勤の推進、繰り返しご利用いただいている方への還元なども
進めていきます。
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 すでに “ヒト” 起点として新しいビジネスの展開を進めていますが、チケットレス等を推
進することによって、駅空間そのものを大きく変えていきます。

 さらに、そのお客さまの動きに合わせてデータを活用できる仕組みをつくっていきます。

 その際、Ｅコマースは非常に大きなツールですので、業務提携した千趣会のベルメゾン
を通じて、さらにJREモール、JRE POINTの会員基盤を強化していきます。

 高輪ゲートウェイ駅で開いている「TOUCH TO GO」など、新しいテクノロジーを使った
ビジネスをさらに展開をしていきます。
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 不動産事業では、グループのポテンシャルを再結集して、グループの資産価値の最大
化を目指し、新しい提案型賃貸住宅を推進していきます。

 すでに立ち上げている不動産ファンドも活用して、まちづくりを加速させていきます。

 Tokyo Metropolis Projectとして、駅を中心としたまちづくりを進めていきます。

 現在、品川あるいは渋谷等で大規模開発を進めていますが、さらに新宿、横浜、大
宮、池袋などで具体的に計画を進めていきます。
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 移動のあり方が大きく変わってきていますので、現在、お客さまに安心してご利用いた
だけるような取り組みをしており、混雑情報の発信についてもかなりのご利用をいただい
ています。

 さらに、ダイナミックプライシングなどを通じて、より空いている時期、ピークを外した時間、
あるいはゆったりとした移動を提案していきます。
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 JR東日本アプリの他、Ringo Passによる二次交通との連携を拡充し、「駅からハイ
キング」においても、モバイルを使ってお店とも連携した形で展開をしていきます。

 復興10年ということで、来年の４月から東北デスティネーションキャンペーンが半年間
に渡って開催されますが、この中で、観光型MaaS、キャッシュレスを進めていきます。
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 さまざまな施策により、モバイルSuicaがこの９月に会員1,000万人を超えました。

 新幹線ｅチケット、タッチでGo!新幹線という新幹線のチケットレスサービスを始めてい
ますが、この比率が今は約３割までいっております。

 これをさらに進めることで、非接触ニーズへの対応、環境負荷の低減、ストレスフリーな
移動の提供を実現していきます。

 そして、新しい駅空間を創造していくことで、「切符を売る場所」から新しいビジネスを
生み出す場所に変えていきます。
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 モバイル化、チケットレスを通じて、さまざまなデータを活用することでグループ一体の顧
客戦略を進めていきます。

 データをしっかりと分析してパーソナライズし、お客さまに的確な情報を提供してビジネス
に結び付けていきます。

 鉄道、生活サービス、IT・Suicaの３事業でトータルなサービスを推進し、特に、移動
データはかなり積み重ねておりますので、その移動に合わせて、あるいはお客さまのライ
フステージに合わせて的確なレコメンドを出していくことを進めていきます。
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 新幹線を活用した輸送サービスとして、特に地方の新鮮な魚介、野菜、あるいは今
後は少量の価値の高い部品等の輸送を行っていきます。

 従来は実証実験でしたが、今後は定期輸送にしていくということで、ビジネスとしてしっ
かりと育てていきます。
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 さまざまなスタートアップ企業と連携をしておりますが、地方創生、それから新しい旅、そ
してスマートライフということで、これからもスタートアップ企業との連携、大学発技術の
活用を進めていきます。

 駅構内、あるいは沿線に5Gの通信環境を整備して、通信事業者に貸し出していくビ
ジネスも展開していきます。
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 すでに高輪ゲートウェイ駅等で実験を行っておりますが、メンテナンスも含めて、ロボット
技術の開発、活用を図っていきます。

 国際事業についても、車両製造事業をさらに展開していくほか、台湾でのホテル事業
も計画しておりますし、鉄道、生活サービス含めて海外展開を図っていきます。
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 「ESG経営の実践」では、JR東日本グループ全体で2050年度のCO2排出量「実質
0」に挑戦し、品川開発プロジェクト、車両の開発、発電所におけるCO2フリーの発電
機の導入など、さらに自然エネルギーの活用を進めていきます。
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 観光を中心として地方創生に取り組んできましたが、輸送サービスの変革ということで、
地方における最適な輸送モードを追求していきます。BRTの自動運転も実現していき
ます。

 地域連携カードは、来年の春に宇都宮、岩手で開始し、Suicaとの連携を図っていき
ます。

 内房線の江見駅で８月の終わりに開業しましたが、無人駅に郵便局が入る、郵便
局が駅になるという取り組みも、さらに進めていきます。

 また、JRE MALLを通じて、オンラインも含めたリアルとバーチャルの結合を図っていきま
す。
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 経営体質の抜本的強化ということで、キャッシュフローの改善、生産性の向上、ご利
用の変化を踏まえたサービスの提供、グループの組織再編などによるグループ経営の
最適化を進めていきます。
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 キャッシュフローの改善として、1,500億円のコストダウンだけでなく、今年度においても
この積み上げを図り、来年度以降も、設備投資も含めたもう一段の固定費の削減に
取り組みます。

 生産性の向上として、チケットレス、キャッシュレスを進めて、より効率的な販売体制を
確立していきます。

 そのほか、ワンマン運転の拡大、自動運転の推進、スマートメンテナンスの加速、そし
て業務執行体制の見直しも進めていきます。

 鉄道事業の基本となるダイヤの見直し、あるいは運賃の見直しも進めていき、設備の
スリム化、車両更新周期の見直し等で設備投資も見直していきます。
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 キャッシュの使途についての計画です。

 設備投資は7,110億円の計画としており、さらにコストダウン等は進めていきます。

 これらも踏まえまして、株主還元は、１株当たり100円の配当にさせていただきます。

 バランスよくキャッシュを使い、安定的な還元を行うという方針をこれまで示してきました。

 中長期的に、総還元性向は40％を目標とし、配当性向も30％を目指すという方向
については変更なく取り組んでいきます。
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 常務取締役の坂井です。

 2021年3月期の業績見通しについてご説明します。
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 単体と連結それぞれの業績予想の概要です。
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 鉄道運輸収入について、8月までは実績で、それ以降は見通しをグラフにしています。

 在来線の関東圏については、足元でも回復の傾向が見られますが、これから徐々に
回復が進み、年度末には約８割、そして来年度には、定常状態として85％の水準に
到達するとみております。

 新幹線については、現段階では３割程度と非常に低迷しています。Go Toキャンペー
ンに期待はしておりますが、一方で秋冬において、インフルエンザ、コロナの感染再拡大
などのリスクも織り込み、ワクチンができるといわれる年明け以降から回復し、年度末で
55％、そして来年度には、定常状態で80％の水準に到達すると見込んでいます。

 これらは、現段階での基礎的な見方ですが、イールド管理の徹底、来年度ですが、
６ヵ月に渡る東北デスティネーションキャンペーンなどで、さらに観光需要の押し上げを
図っていきます。
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 鉄道運輸収入について、項目別に上期と下期に分けた計画です。

25



 今年度のコストダウン計画です。

 投資も含めたキャッシュベースで、グループ会社分も単純に合計して1,560億円のコス
トダウンを行っていきます。
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 単体のコストダウン計画の詳細です。

 第1四半期では500億円としていたところに120億円強を追加して、624億円のコス
トダウン計画としています。今年度においてもさらなるコストダウンの深掘りを行っていき
ます。

 安全は確保しつつ、それ以外は優先順位をつけ、場合によっては優先順位の低いも
のの縮小、中止にまで踏み込んで、損益、投資のコストダウンを進めていきます。
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 コストダウンを織り込んだ単体営業費用の計画です。
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 連結のセグメント別の計画です。

 不動産・ホテル事業、その他の各セグメントでは黒字を確保する計画としています。
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 運輸セグメントは、鉄道事業のシェアが大きいので、単体の影響が大きく出ています。

 流通・サービス事業は、Jリテール、JRフーズなど駅構内の店舗が中心ですので、在来
線関東圏の運輸収入に近い推移を見込んでいます。

 東京駅などターミナル駅ではお土産、お弁当などの販売も多いので、新幹線の収入動
向にも影響されると見ています。
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 不動産・ホテル事業で、駅ビルはかなり戻ってきています。都心よりも郊外の店舗の戻
りが早いこと、アトレなどの食品の落ち込みが少なかったことが特徴です。年度末にはコ
ロナ前の８から９割程度には戻っていく計画としています。

 ホテルは少しずつ回復していますが、インバウンド等の低迷で大きく影響を受けています。
近場の方に向けた割引などが好評ですので、そうした需要の取り込みもしっかり進めて
いきます。

 オフィスはカンファレンスの減少があるものの、それ以外の影響は出ていません。

 その他です。電子マネー事業は比較的堅調です。カード事業についても、キャッシュレ
ス化の進展を受けて、年度末頃にはコロナ前の水準まで戻るという計画にしています。
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 設備投資の実績と計画です。



 単体設備投資の増減の流れです。

 成長投資が減少していますが、これは品川開発の工事が前年度に多く発生したこと、
WATERS takeshibaの工事が前年度にピークだったことによるものです。そこと比較すると
減少していますが、基本的には、成長投資は計画通りしっかり進めていきます。

 維持更新投資は、ホームドア整備、大規模地震対策など増加要素がありますが、コ
ストダウンを行っています。大規模地震対策は、着実に行いつつ、その額について見直
しを図るほか、車両の老朽取替も少し先延ばしするなど、500億円のコストダウンを
図っています。

 イノベーション投資等は、将来に種をまくということでしっかりと進めていきます。
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 資金調達では、従来通り、3つの方針は堅持します。

 短期資金調達での発行枠、契約金額は合計で1兆3,500億円確保しており、現在
の残高と比較しても、6,700億円程度の十分な枠が残っています。
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 以下は、参考資料です。
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